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１ 令和６（２０２４）年度当初予算案の概要 
 

（１）予算編成の基本方針  

令和６（２０２４）年度予算は、４年間の第五次総合計画後期基本計画（以下「後

期計画」という。）の３年目に当たり、後期計画に掲げる将来都市像「力強く 心

地よいまち」を実現するため、着実に歩みを進める重要な年となることから、後期

計画を更に力強く推進することを目標に予算編成に取り組んだ。 

人への投資の強化、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）やデジタルトラ

ンスフォーメーション（ＤＸ）等の加速、少子化対策・こども政策の抜本強化、包

摂社会の実現、地域・中小企業の活性化など、新しい資本主義の加速に向けた基本

方針を示した国の「経済財政運営と改革の基本方針２０２３（骨太の方針）」は、

後期計画の重点戦略である「子どもを取り巻く環境の充実」と「大変革期を乗り越

える産業イノベーションの推進」、「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以

下「総合戦略」という。）、「柏崎市地域エネルギービジョン」（以下「地域エネルギ

ービジョン」という。）とも強く結びついており、これらを推進する事業に予算を

重点配分することとした。 

一方で、新型コロナウイルス感染症は、法律上の位置付けが５類に移行し、コロ   

ナ禍からの脱却が進んでいるものの、国際情勢を背景とした市民生活や地域経済

への物価高騰の影響を可能な限り抑制し、安全・安心に暮らし、働くことのできる

社会環境を構築するためには、一層、健全な財政基盤の確立も求められていること

に配意した。 

国際情勢、経済情勢など、取り巻く環境は変化し続け、厳しさは増している。 

柏崎の歴史や伝統を大切なものとし、これまでの取組を発展的に引き継ぎながら

も、「保守、そして進取」の精神の下、直面する先送りできない課題に、速やかさ

と柔軟さを持って対応し、持続可能な柏崎を実現するための予算とした。 

 

ア 重点戦略を推進する事業 

後期計画の重点戦略に位置付けられ、本市が直面する重要課題に積極的に取 

り組む事業については、予算の重点化を行った。 

 

イ 健全財政の堅持 

健全かつ安定した財政運営を堅持するため、堅実な財源の確保と効果的な事

務事業を展開するとともに、将来的な財政負担を抑制するような予算編成を行

った。  
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（２）予算規模  

 

 

 

   ※「前年度」とは、令和５（２０２３）年度を指す。以下同じ。 

（３）各会計別予算額一覧 

(単位：千円)

令和6年度
（2024年度）

令和5年度
（2023年度）

当初予算額 当初予算額 増 減 額 増 減 率

47,800,000 47,200,000 600,000 1.3%

47,448,450 46,913,040 535,410 1.1%

19,329,807 19,530,526 △ 200,719 △1.0%

8,833,639 8,954,507 △ 120,868 △1.3%

事 業 勘 定 8,477,345 8,594,025 △ 116,680 △1.4%

直 営 診 療 施 設 勘 定 356,294 360,482 △ 4,188 △1.2%

1,235,657 1,071,791 163,866 15.3%

8,998,179 9,439,177 △ 440,998 △4.7%

224,983 56,934 168,049 295.2%

37,349 8,117 29,232 360.1%

16,239,379 14,628,698 1,610,681 11.0%

5,765,792 5,801,429 △ 35,637 △0.6%

10,473,587 8,827,269 1,646,318 18.7%

83,369,186 81,359,224 2,009,962 2.5%

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

合　　計

一般会計

特別会計

公営企業会計

会計区分

比　　　　較

（借換債を除く。）

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計

墓 園 事 業 特 別 会 計

（４）全体予算額の推移 
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❍一般会計  ４７８億円（前年度比１．３％増） 

❍一般会計・特別会計・公営企業会計の合計 

        ８３３億６，９１８万６千円（前年度比２．５％増） 
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２ 一般会計当初予算案の概要 

  ◆予算額 ４７８億円（前年度当初比６．０億円、１．３％増） 

※参考 借換債を除く実質予算額 47,448,450 千円 

（前年度当初比 535,410 千円、1.1％増）    

・投資的経費の状況   ７６．６億円（前年度当初比６．２億円、８．８％増） 

  うちゼロ市債分 241,800 千円（前年度当初比 27,400 千円、12.8％増）   

  ・財政調整基金の取崩し ２１．４億円（前年度当初比５．０億円、３０．５％増） 

  ・市債の発行      ４０．０億円（前年度当初比１．２億円、３．０％増） 

    ※参考 借換債を除く実質的な市債額 36.5 億円（前年度当初比 0.5 億円、1.4％増） 

 

厳しい財政状況下にあるものの、子育て施策、産業振興施策を始め、人材の確保・育

成対策、人口減少・定住対策、防災対策など、様々な課題が山積していることから、後

期計画、総合戦略における主要施策を着実に推進するとともに、地域エネルギービジ

ョンの実現も目指す。特に、子育て施策においては、保護者の負担軽減や就労支援を

図るため、令和５（２０２３）年１０月から開始した市内の保育園、認定こども園等を

利用する１歳児、２歳児の保育料無料化を継続するとともに、子どもの屋内遊び場の

新たな整備や保育園、認定こども園等を利用していない１歳児から小学校就学前まで

の子どもがいる世帯を対象に家庭養育応援券を発行する等、安心して子どもを産み育

てる環境の更なる充実のために、新たな事業を展開する。 

投資的経費においては、荒浜小学校及び田尻保育園の改築、荒浜児童クラブの新築、

鏡が沖中学校の大規模改修、瑞穂中学校及び東中学校のグラウンドの整備、資源物リ

サイクルセンターの整備などに取り組む。一方で、高柳町総合センター、旧市役所庁

舎及び東中学校の旧校舎などの解体を行う。さらに、ゼロ市債対象工事により、公共

事業の早期発注と平準化を図る。 

歳入全体については、財源不足が厳しい状況であるものの、市民ニーズに対応する

ために不可欠な事業を着実に展開するとともに、後期計画、総合戦略及び地域エネル

ギービジョンなどの実現に向けて、財政調整基金２１億４千万円、減債基金約２億 

２千万円を繰り入れて収支のバランスを図った。 

このようにして編成した令和６（２０２４）年度予算規模は、前年度当初に比べ 

６億円、１．３％増の４７８億円となった。 

なお、借換債を除く実質的な予算額は４７４．５億円となり、前年度当初に比べ 

５．４億円、１．１％の増となる。 
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３ 特別会計当初予算案の概要 

特別会計は、次のとおりである。 

 

❐国民健康保険事業特別会計 

  事業勘定においては、保険給付費の減などにより、前年度当初比１．２億円、 

１．４％減の８４．８億円を計上した。 

直診勘定においては、医薬品衛生材料費の減などにより、前年度当初比 

４００万円、１．２％減の３．６億円を計上した。 

❐後期高齢者医療特別会計 

後期高齢者医療被保険者数の増により、広域連合納付金の増が見込まれ、前年度当

初比１．６億円、１５．３％増の１２．４億円となった。 

❐介護保険特別会計 

  高齢者人口及び要介護認定者の減少により、前年度当初比４．４億円、４．７％減

の９０．０億円となった。 

❐土地取得事業特別会計 

  道路改良関連の先行取得路線の増などにより、前年度当初比１．７億円、 

２９５．２％増の２．２億円となった。 

❐墓園事業特別会計 

５年ごとの管理手数料徴収年のため、前年度当初比０．３億円、３６０．１％増の

０．４億円となった。 

 

 

４ 公営企業会計当初予算案の概要 

総額で前年度当初比１６．１億円、１１．０％増の１６２．４億円となった。 

 

❐水道事業会計 

建設改良費の減などにより、前年度当初比０．４億円、０．６％減の５７．７億円

となった。 

❐下水道事業会計 

建設改良費の増などにより、前年度当初比１６．５億円、１８．７％増の 

１０４．７億円となった。 
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５ 一般会計当初予算案 

（１）歳入（款別） 
（単位：千円） 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率
1 市税 14,816,981 31.0% 14,851,199 31.5% △ 34,218 △0.2%
2 地方譲与税 410,434 0.9% 401,011 0.8% 9,423 2.3%
3 利子割交付金 3,328 0.0% 6,963 0.0% △ 3,635 △52.2%
4 配当割交付金 50,721 0.1% 48,099 0.1% 2,622 5.5%
5 株式等譲渡所得割交付金 23,000 0.0% 23,000 0.0% 0 -
6 法人事業税交付金 186,129 0.4% 171,142 0.4% 14,987 8.8%
7 地方消費税交付金 2,091,239 4.4% 2,034,289 4.3% 56,950 2.8%
8 ゴルフ場利用税交付金 15,000 0.0% 16,000 0.0% △ 1,000 △6.3%
9 環境性能割交付金 28,137 0.1% 22,000 0.0% 6,137 27.9%
10 地方特例交付金 75,767 0.2% 66,102 0.1% 9,665 14.6%
11 地方交付税 7,470,000 15.6% 7,230,000 15.3% 240,000 3.3%
12 交通安全対策特別交付金 6,000 0.0% 6,800 0.0% △ 800 △11.8%
13 電源立地地域対策等交付金 2,027,519 4.2% 1,927,239 4.1% 100,280 5.2%
14 分担金及び負担金 456,675 1.0% 524,996 1.1% △ 68,321 △13.0%
15 使用料及び手数料 596,812 1.2% 621,674 1.3% △ 24,862 △4.0%
16 国庫支出金 4,886,697 10.2% 5,195,477 11.0% △ 308,780 △5.9%
17 県支出金 3,824,296 8.0% 3,914,364 8.3% △ 90,068 △2.3%
18 財産収入 63,789 0.1% 62,276 0.1% 1,513 2.4%
19 寄附金 456,360 1.0% 456,360 1.0% 0 -
20 繰入金 3,522,417 7.4% 2,714,559 5.8% 807,858 29.8%
21 繰越金 600,000 1.3% 600,000 1.3% 0 -
22 諸収入 2,186,649 4.6% 2,422,690 5.1% △ 236,041 △9.7%
23 市債 4,002,050 8.4% 3,883,760 8.2% 118,290 3.0%

47,800,000 100.0% 47,200,000 100.0% 600,000 1.3%

令和6年度
（2024年度）

令和5年度
（2023年度）

合計

区　分

年　度 比　較

 
（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳入予算構成比 
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《歳入（款別）の主な増減要因》 

❐市税 

市税全体では、前年度当初比０．３億円（０．２％）減となる１４８．２億円とし

た。 

市民税は、前年度中の実績見込みを基に、個人市民税は１．２％増、法人市民税は

０．１％増とし、市民税（現年度分）全体では前年度当初比０．４億円（１．０％）

増と見込んだ。 

固定資産税は、土地は地価の下落傾向が続いていること、家屋は評価替えに伴う

減価、償却資産は設備投資の減少傾向からそれぞれ減と見込み、固定資産税（現年

度分）全体として前年度当初比１．０億円（１．２％）減とした。 

軽自動車税は、実績から環境性能割を減、種別割を増と見込み、全体として０．２

億円（６．８％）増と見込んだ。 

市町村たばこ税は、前年度中の実績見込みを基に９３万円（０．２％）減と見込ん

だ。 

使用済核燃料税は、前年度当初と同額を見込んだ。 

❐地方譲与税 

自動車重量譲与税は、前年度当初比２００万円（０．８％）増と見込んだ。 

❐法人事業税交付金 

法人事業税交付金は、県から減収補塡措置として交付される額を前年度当初比 

０．１億円（８．８％）増と見込み、１．９億円を計上した。 

❐地方消費税交付金 

 地方消費税交付金は、前年度当初比０．６億円（２．８％）増と見込み、２０.９

億円を計上した。 

❐地方特例交付金 

地方特例交付金は、減収補塡特例交付金を１００万円（１．６％）増、新型コロナ

ウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金を９００万円（２１１．２％）増と

見込み、全体として前年度当初比０．１億円（１４．６％）増の０．８億円を計上し

た。 

❐地方交付税 

地方交付税全体では、前年度当初比２．４億円（３．３％）増の７４．７億円を計

上した。このうち普通交付税は、前年度交付実績と地方財政対策における前年度当

初比を踏まえ、前年度当初比２．４億円（３．６％）増の６８．２億円を、特別交付

税は、近年の交付実績から前年度当初と同額の６．５億円を見込んだ。 

普通交付税の補塡財源である臨時財政対策債は、前年度発行可能額と地方債計画



7 

における前年度当初比を踏まえ、前年度当初比１．８億円（６４．３％）減の１．０

億円とした。 

なお、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた額は、前年度当初比０．６億円 

（０．９％）増の６９．２億円である。 

❐原発関連交付金 

原発関連交付金は、総額で前年度当初比１．０億円（３．１％）増の３３．３億円

とした。 

電源立地地域対策交付金（国直接分）では、令和２（２０２０）年度からみなし設

備利用率を最下限の６８％で算定している。４号機が運転開始から３０年経過するこ

とから定額加算されることにより、前年度当初比１．０億円（５．２％）増とした。 

県間接分は、前年度同額の３．９億円を計上した。 

❐使用料・手数料 

使用料・手数料は、公立保育園使用料の減などにより、前年度当初比０．２億円 

（４．０％）減と見込み、６．０億円を計上した。 

❐繰入金 

繰入金全体では、前年度当初比８．１億円（２９．８％）増の３５．２億円を計上

した。このうち基金繰入金は、財政調整基金繰入金２１．４億円、減債基金繰入金 

２．２億円のほか、製造業戦略的イノベーション推進基金繰入金１．０億円などを繰

り入れ、前年度当初比７．３億円（２６．９％）増の３４．５億円とした。ふるさと

応援基金繰入金は、前年度当初比３．０億円（９０．８％）増の６．３億円を計上し

た。 

特別会計繰入金は、重層的支援体制整備事業の実施に伴い、介護保険特別会計から

０．８億円を繰り入れる。 

❐市債 

市債は、前年度当初比１．２億円（３．０％）増の４０．０億円を計上した。 

高柳町総合センター解体費、道路橋りょう整備事業などに過疎対策事業債３．４億

円を計上した。 

また、荒浜小学校改築事業や東中学校改築事業など小・中学校施設整備に学校教育

施設等整備事業債１２．２億円及び一般補助施設整備等事業債５．５億円を計上した。 

なお、借換債３．５億円を除いた実質的な市債額は、３６．５億円で前年度当初比

０．５億円（１．５％）の増である。 
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（２）歳出（目的別） 
（単位：千円） 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 議会費 268,755 0.6% 273,931 0.6% △ 5,176 △1.9%

2 総務費 5,345,560 11.2% 5,122,497 10.9% 223,063 4.4%

3 民生費 14,255,172 29.8% 13,977,994 29.6% 277,178 2.0%

4 衛生費 3,450,396 7.2% 3,261,056 6.9% 189,340 5.8%

5 労働費 1,137,594 2.4% 1,249,645 2.6% △ 112,051 △9.0%

6 農林水産業費 1,572,301 3.3% 1,888,572 4.0% △ 316,271 △16.7%

7 商工費 1,448,023 3.0% 1,524,384 3.2% △ 76,361 △5.0%

8 土木費 5,908,884 12.4% 5,895,838 12.5% 13,046 0.2%

9 消防費 1,902,975 4.0% 1,776,364 3.8% 126,611 7.1%

10 教育費 7,269,769 15.2% 7,072,486 15.0% 197,283 2.8%

11 災害復旧費 5,203 0.0% 14,403 0.0% △ 9,200 △63.9%

12 公債費 5,185,368 10.8% 5,092,830 10.8% 92,538 1.8%

13 予備費 50,000 0.1% 50,000 0.1% 0 -

47,800,000 100.0% 47,200,000 100.0% 600,000 1.3%

年　度 比　較
令和6年度

（2024年度）
令和5年度

（2023年度）

合計

区　分

 

（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳出予算構成比（目的別） 
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《歳出（目的別）の主な増減要因と主な事業》 

❐総務費 

旧庁舎解体事業２．６億円が減となったものの、職員人件費（一般職）２．６億円、

高柳町総合センター解体費２．１億円の増などにより、２．２億円（４．４％）の増

となった。 

【主な事業】 

・高柳町事務所庁舎整備事業 １７，２７０千円【新規】 

・高柳町総合センター解体費 ２１３，９５０千円 

・路線バス等確保事業 １８２，１２３千円 

 ・電源立地地域整備基金積立金 ９０，１９６千円 

  ・地域エネルギー会社連携事業 １５，９９７千円 

 ・首都圏からの移住・就業者支援事業 １３，８２３千円【拡充】 

 ・情報化関連業務総合委託事業 ４５５，５３８千円 

 ・情報システム標準化・共通化対応事業 ２７，４２２千円 

・コミュニティセンター整備事業 １４５，２００千円 

・収納業務経費 ７１，５１５千円【拡充】 

 

❐民生費 

いきいき館施設整備費２．０億円が減となったものの、子どもの屋内遊び場施設整

備事業１．２億円、保育園運営事業１．０億円、後期高齢者医療費１．０億円の増な

どにより、２．８億円（２．０％）の増となった。 

【主な事業】 

 ・重層的支援体制整備事業 １２，５１３千円【拡充】 

 ・地域活動支援センター事業 ２６，９２８千円【拡充】 

 ・福祉職員支援事業 １，０１５千円 

・介護職員就職支援事業 ４，６５０千円【拡充】 

・介護のしごと魅力発信・創出事業 ３４３千円【新規】 

 ・家庭養育応援券事業 １３，５７７千円【新規】 

 ・放課後児童健全育成事業 ２５７，９８１千円 

 ・児童クラブ整備事業 ６５，４３９千円 

 ・結婚活動応援事業 ９，５０８千円【拡充】 

 ・子育て応援事業 ７８５千円【拡充】 

 ・子どもの医療費助成事業 ２１７，５４１千円 
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 ・地域子育て支援拠点事業 ２６，７４８千円【拡充】 

 ・保育園整備事業 ７２３，３６０千円【拡充】 

 ・子どもの屋内遊び場施設整備事業 １１５，３００千円【新規】 

 ・病児保育事業 ２４，１７４千円 

  

❐衛生費 

水道事業会計繰出金０．９億円、ごみ最終処分場整備事業０．２億円が減となっ

たものの、下水道事業会計繰出金１．１億円、医療施設等整備補助事業０．９億円、

不法投棄防止対策費０．７億円の増などにより、１．９億円（５．８％）の増となっ

た。 

【主な事業】 

 ・医療施設等整備補助事業 ９２，３８２千円【拡充】 

 ・医師確保対策事業 ３，４５５千円【拡充】 

 ・看護師就職支援事業 １９，３００千円 

 ・看護学生確保支援事業 ８，４００千円 

 ・若年がん患者在宅療養支援事業 ６５４千円【新規】 

・がん検診費 １１６，４０３千円【拡充】 

 ・低炭素型設備機器導入補助事業 １５，４７５千円【拡充】 

・不法投棄防止対策費 １１３，０８８千円【拡充】 

 ・斎場施設整備事業 ２０，９９９千円 

 ・資源物リサイクルセンター整備事業 ２０，５００千円【新規】 

 ・ごみ処理施設建設事業 ５１，５９０千円 

  

❐労働費 

勤労者駐輪場整備事業０．１億円が増になったものの、新潟県中越沖地震対策被

災住宅特別資金や住宅資金など預託金の減により、１．１億円（９．０％）の減とな

った。 

【主な事業】 

 ・住宅資金 ２６，３００千円 

・新潟県中越沖地震対策被災住宅特別資金 １，０２４，６００千円 

・雇用促進事業 １０，８９２千円【拡充】 

 ・女性活躍推進事業 ２，０００千円 

 ・育児休業取得促進事業 ２，０００千円 
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 ・勤労者駐輪場整備事業 ９，８６６千円【拡充】 

❐農林水産業費 

かしわざ“木”の力発信事業０．２億円、ため池等整備事業負担金０．２億円が増

となったものの、農林漁業資料館撤去事業１．０億円、農村振興総合整備事業（上

条）０．７億円の減などにより、３．２億円（１６．７％）の減となった。 

【主な事業】 

 ・食の地産地消推進事業 １０，３０７千円 

・新規就農者育成支援事業 ３，９６０千円【拡充】 

・青年就農支援事業 ８，２５０千円 

・園芸振興支援事業 ６，５００千円 

・六次産業化支援事業 １，０００千円 

・柏崎産米ブランド化推進事業 ２２，９３２千円 

・農業者保険加入促進事業 ３，３６５千円【新規】 

・多面的機能支払交付金事業 ２３３，３３１千円 

・中山間地域等直接支払制度事業 １３８，６７６千円 

・森林経営管理事業 ４４，９５１千円 

・かしわざ“木”の力発信事業 １８，６５８千円【拡充】 

・漁業就業者支援事業 １，２００千円 

・漁港整備補助事業 １０９，０００千円 

❐商工費 

道の駅風の丘米山整備事業１．８億円、ぎおん柏崎まつり事業０．４億円が増と

なったものの、企業立地事業１．２億円、じょんのび村整備費１．０億円、中小企

業等融資事業０．６億円の減などにより、０．８億円（５．０％）の減となった。 

【主な事業】 

・商店街アーケード維持管理費 ３，８４２千円【拡充】 

・創業支援事業 ６，０７２千円 

・人材育成支援事業 ４，８１６千円 

・新技術・新製品研究開発支援事業 ７，３８８千円 

・情報産業育成振興事業 ６，０４７千円 

・ＤＸ推進事業 １０，９９０千円 

・事業構造強化促進事業 ９６，１９４千円 

・企業立地事業 ９２，１５５千円 

・海水浴場環境整備費 ５０，９２１千円【拡充】 
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・海水浴場整備事業 １３，７１４千円【拡充】 

・ぎおん柏崎まつり事業 ８２，５７９千円 

・道の駅風の丘米山整備事業 ２２９，８１８千円【拡充】 

 

❐土木費 

市営半田住宅Ｂ号棟改修事業１．３億円が減となるものの、街路事業１．０億円、

下水道事業会計繰出金０．９億円の増などにより、０．１億円（０．２％）の増とな

った。 

【主な事業】 

 ・木造住宅耐震改修費等補助金交付事業 ３，４５０千円【拡充】 

 ・住まい快適リフォーム事業 ５０，０００千円【拡充】 

 ・空き家対策事業 ９，８５８千円【拡充】 

・道路新設改良事業 ５０３，７６１千円 

 ・道路修繕・舗装修繕事業 ４８９，１１６千円   １，２４２，８７７千円 

 ・橋りょう・トンネル修繕事業 ２５０，０００千円 

・消融雪施設整備事業 ２１８，０００千円 

 ・除雪車購入事業 １３３，２６２千円 

 ・交通安全施設修繕事業 １０８，０００千円 

・河川改修事業 １７９，０００千円 

・都市公園整備事業（電源立地地域対策交付金事業）２３，５００千円【新規】 

 ・市営松波住宅Ａ・Ｂ・Ｃ号棟改修事業 ３０，８１１千円【新規】 

 

❐消防費 

防災情報通信システム整備事業１．７億円が減となったものの、常備消防施設整

備事業２．２億円、災害時備蓄品等管理事業０．２億円の増などにより、１．３億円

（７．１％）の増となった。 

【主な事業】 

・消防団車両整備事業 １４，７４０千円 

・防火水槽整備事業 ３６，０００千円 

・消火栓整備事業 １６，５００千円  

・常備消防施設整備事業 ２４１，３３５千円 

・常備消防車両整備事業 ２８，２５１千円 

・常備消防資機材整備事業 １４，５７３千円 
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・災害時備蓄品等管理事業 ２９，６１１千円【拡充】 

・原子力防災対策事業 １１，９９２千円 

 

❐教育費 

給食施設整備事業８．９億円、東中学校改築事業４．４億円、旧ふるさと人物館解

体事業２．８億円が減となるものの、荒浜小学校改築事業１１．０億円、学校施設長

寿命化事業（中学校）４．６億円、中学校グラウンド補修事業１．４億円の増などに

より、２．０億円（２．８％）の増となった。 

【主な事業】 

 ・特別支援学級介助事業 ９６，７８３千円 

 ・スクール・サポート・スタッフ配置事業 ５，６６１千円 

 ・学力向上推進プロジェクト事業 ４，２８５千円 

 ・指導補助員等配置事業 １３７，４５１千円【拡充】 

 ・部活動外部人材活用事業 ７，１８５千円【拡充】 

 ・情報機器管理費（小学校） ２３３，３８０千円【拡充】 

 ・情報機器管理費（中学校） ７６，４５７千円 

 ・小学校施設整備事業 ２４２，８００千円【拡充】 

 ・荒浜小学校改築事業 １，５５２，１５０千円【拡充】 

 ・中学校施設整備事業 ２０９，８００千円【拡充】 

・学校施設長寿命化事業（中学校） ４７９，０００千円【拡充】 

 ・東中学校改築事業 ２７４，２０３千円 

 ・文化振興事業 ２５，０００千円 

 ・産業文化会館整備事業 ６，２００千円【新規】 

 ・綾子舞保存振興事業 １１，３７５千円【拡充】 

 ・文化財保存整備事業 １２，１５０千円 

 ・柏崎市内遺跡発掘調査事業 ２６，６６２千円【拡充】 

 ・スポーツ事業支援経費 ３０，１３３千円【拡充】 

 ・武道館整備事業 ４３，０００千円 

 ・体育施設備品購入事業 ２２，７７２千円【拡充】 

 ・水球のまち柏崎推進事業 １２，３３６千円【拡充】 
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（３）歳出（性質別） 
（単位：千円） 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

47,800,000 100.0% 47,200,000 100.0% 600,000 1.3%

18,881,701 39.5% 18,486,164 39.2% 395,537 2.1%

人件費 7,471,988 15.6% 7,048,858 14.9% 423,130 6.0%

扶助費 6,223,145 13.0% 6,343,076 13.4% △ 119,931 △1.9%

公債費 5,186,568 10.9% 5,094,230 10.8% 92,338 1.8%

7,663,582 16.0% 7,045,272 14.9% 618,310 8.8%

普通建設事業費 7,658,379 16.0% 7,030,869 14.9% 627,510 8.9%

災害復旧事業費 5,203 0.0% 14,403 0.0% △ 9,200 △63.9%

21,254,717 44.5% 21,668,564 45.9% △ 413,847 △1.9%

物件費 8,804,561 18.4% 9,325,747 19.8% △ 521,186 △5.6%

維持補修費 1,025,163 2.1% 1,021,891 2.2% 3,272 0.3%

補助費等 6,194,263 13.0% 5,890,563 12.5% 303,700 5.2%
上記のうち

一部事務組合負担金 1,004,053 2.1% 943,088 2.0% 60,965 6.5%

投資及び出資金 210,514 0.4% 305,231 0.6% △ 94,717 △31.0%

貸付金 1,406,875 2.9% 1,585,406 3.4% △ 178,531 △11.3%

繰出金 2,702,541 5.7% 2,664,145 5.6% 38,396 1.4%

その他 910,800 1.9% 875,581 1.9% 35,219 4.0%

区　分
比　較

令和6年度
（2024年度）

令和5年度
（2023年度）

歳出合計

義務的経費

投資的経費

その他の経費

 
（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳出予算構成比（性質別） 
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《歳出（性質別）の主な増減要因》 

❐人件費 

給与改定、会計年度任用職員への勤勉手当支給、定年退職者が生じることによる

退職手当の増などにより、４．２億円（６．０％）の増となった。 

 

❐普通建設事業費 

給食施設整備事業８．７億円、いきいき館施設整備費２．０億円が減になったもの

の、荒浜小学校改築事業１０．８億円、学校施設長寿命化事業（中学校）４．６億

円、常備消防施設整備事業２．４億円の増などにより、６．３億円（８．９％）の増

となった。 

  

❐物件費 

高柳町総合センター解体費２．１億円、情報機器管理費１．０億円が増となったも

のの、東中学校改築事業（解体工事）４．６億円、旧ふるさと人物館解体事業２．８

億円、旧庁舎解体事業２．６億円の減などにより、５．２億円（５．６％）の減とな

った。 

❐補助費等 

  医療施設等整備補助事業０．９億円、後期高齢者医療費０．６億円の増などにより、

３．０億円（５．２％）の増となった。 

❐貸付金 

新潟県中越沖地震対策被災住宅特別資金１．２億円、中小企業等融資事業０．６億

円の減などにより、１．８億円（１１．３％）の減となった。 

❐その他 

電源立地地域整備基金積立金０．３億円の増などにより、０．４億円（４．０％）

の増となった。  
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６ 基金の推移見込み 

・令和６（２０２４）年度末基金残高見込みは、１４３．１億円である。 

・公共施設適正管理基金を２．５億円、電源立地地域整備基金を０．９億円など積み立

てるものの、財政調整基金、減債基金などの取崩しを行うことにより、令和５（２０２

３）年度末残高から２６．８億円減少する見込みである。 
（単位：千円） 

基　金　の　名　称
令和5年度末

（2023年度末）
残高見込額

令和6年度
（2024年度）

積立額

令和6年度
（2024年度）

取崩額

令和6年度末
（2024年度末）

残高見込額
比　較

財政調整基金 6,245,751 11,574 2,140,000 4,117,325 △ 2,128,426

減債基金 1,187,718 1,387 221,990 967,115 △ 220,603

国民健康保険財政調整基金 1,571,449 2,782 1,574,231 2,782

介護給付費準備基金 1,194,931 1,814 120,308 1,076,437 △ 118,494

柏崎・夢の森公園維持管理基金 871,807 913 51,140 821,580 △ 50,227

電源立地地域整備基金 128,657 90,196 113,700 105,153 △ 23,504

中越沖地震メモリアル基金 92,673 168 14,668 78,173 △ 14,500

ガス事業清算金活用基金 502,171 658 100,000 402,829 △ 99,342

環境・エネルギー産業拠点化推進基金 1,935,498 3,491 0 1,938,989 3,491

公共施設適正管理基金 500,425 250,903 0 751,328 250,903

製造業戦略的イノベーション推進基金 146,178 347 96,194 50,331 △ 95,847

その他 2,615,343 750,185 935,847 2,429,681 △ 185,662

総　計 16,992,601 1,114,418 3,793,847 14,313,172 △ 2,679,429

 
（注）端数処理の関係で、合計が一致しない場合がある。 

 

７ 原発関連交付金                    （単位：千円） 

令和６(２０２４)年度 令和５(２０２３)年度 増減額 増減率 

３，３２６，２５０ ３，２２５，９７０ １００，２８０ ３．１％ 

＜内訳＞                          

広報調査等交付金                １７，２００千円 

電源立地地域対策交付金（国直接分）    ２，０１０，３１９千円 

電源立地地域対策交付金（県間接分）      ３８５，２８５千円 

大規模発電用施設立地地域振興事業補助金    １５０，０００千円 

原子力発電施設立地市町村振興交付金      ７６３，４４６千円 
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８ 一般会計当初予算案の主な重点施策 

 ３年目を迎える後期計画の重点戦略である「子どもを取り巻く環境の充実」と「大

変革期を乗り越える産業イノベーションの推進」を力強く推進する。また、人口減少

時代においても活力を維持するために人材の育成・確保対策を引き続き積極的に進め

ていくとともに、各分野において地域活性化・市民福祉に資する事業を展開する。 

注）各項目の番号は、別冊資料「一般会計当初予算案における主な事業」の№であ

る。 

 

重点戦略１ 「子どもを取り巻く環境の充実」に関する主な事業 

 

≪ア 新規事業≫ 

 〇家庭養育応援券事業 １３，５７７千円（№５１） 

保育園、認定こども園等を利用していない１歳児から小学校就学前までの子

どもがいる世帯を対象に、子育ての充実を図るため家庭養育応援券を発行する。 

 〇子どもの屋内遊び場施設整備事業 １１５，３００千円（№６３） 

   屋内遊び場を新たに整備し、子どもの遊び場環境の充実を図る。 

  

≪イ 拡充事業≫ 

 〇児童クラブ整備事業 ６５，４３９千円（№５３） 

荒浜小学校の改築にあわせて荒浜児童クラブを新築する。また、剣野第一・

第二児童クラブ、田尻第二児童クラブ及び大洲児童クラブのエアコンを入れ替

える。 

 〇地域子育て支援拠点事業 ２６，７４８千円（№５５） 

子育て支援室等の親子の交流の場を提供し、未就園児とその保護者に係る子

育て支援体制を強化する。 

 〇保育園整備事業 ７２３，３６０千円（№６１） 

   市民の保育ニーズに応えるため、田尻保育園を改築する。 

〇荒浜小学校改築事業 １，５５２，１５０千円（№１６２） 

   建設後５０年を経過している荒浜小学校の校舎棟を改築する。 

 〇小学校施設整備事業 ２４２，８００千円（№１６１） 

   枇杷島小学校、剣野小学校及び北鯖石小学校でトイレ洋式化改修工事を行

う。また、田尻小学校で空調改修工事を行う。さらに、特別教室に空調を設置

するための設計を行う。 
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〇学校施設長寿命化事業（中学校） ４７９，０００千円（№１６７） 

   鏡が沖中学校大規模改修工事を行う。また、第三中学校大規模改修に向けた

実施設計を行う。 

〇中学校施設整備事業 ２０９，８００千円（№１６５） 

  第二中学校、瑞穂中学校でトイレ洋式化改修工事を行う。また、瑞穂中学校

では屋上防水及びバスケットゴールの改修工事を行い、鏡が沖中学校ではプー

ル施設を解体する。さらに、特別教室に空調を設置するための設計を行う。 

〇情報機器管理費 ３０９，８３７千円（№１５９、№１６４） 

   小学１・２年生にタブレット端末を配備するとともに、国のＧＩＧＡスクール   

構想で配備したタブレット端末の維持管理とＩＣＴ支援員の配置により、教育

ＩＣＴ環境の充実を図る。 

〇指導補助員等配置事業 １３７，４５１千円（№１５５） 

指導補助員を４７名配置し、支援が必要な児童生徒の学習支援や生活指導を

行うとともに、外国籍児童生徒への就学体制を整える。 

〇部活動外部人材活用事業 ７，１８５千円（№１５６） 

部活動指導員を１９名配置し、学校教諭の負担軽減を図りつつ、中学校及び

休日の地域クラブの活動で指導を行う。 

  

≪ウ 継続事業≫ 

 〇１歳児、２歳児の保育料無料化 

安心して子どもを産み育てる環境を更に充実するとともに、保護者の負担軽 

減や就労支援を図るため、市内の保育園、認定こども園等を利用する１歳児、 

２歳児の保育料を無料化する（歳入（公立保育園使用料、私立保育園運営費負 

担金）の減額）。 

≪関連事業≫ 

  ・保育園運営事業 ６８６，９００千円（№５９） 

  ・私立保育園運営経費 １，２６２，２２７千円（№６０） 

  ・保育園運営事業（東日本大震災） ２，９９３千円 

  ・私立認定こども園等運営経費 ４４７，５９７千円 

  ・小規模保育事業運営経費 ３２，６２４千円 

  ・勤務医・看護師子育てサポート事業 ４，４６８千円（№７０） 

〇子育て応援券事業 ２３，２５６千円（№４９） 

０歳から３歳までの子どもがいる世帯を対象に、多様な子育て支援サービス

を利用できる子育て応援券を発行する。 
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〇出産・子育て応援交付金事業 ４１，２７２千円（№５０） 

妊婦や０歳から２歳までの低年齢期の子育て家庭に対し、出産・育児等につ 

いて伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届出と新生児訪問の際の面談 

後、それぞれ５万円（合計１０万円）を現金給付する。 

〇放課後児童健全育成事業 ２５７，９８１千円（№５２） 

放課後や学校休業日に留守家庭となる小学生に適切な遊びと生活の場を提供 

する。 

 〇子どもの医療費助成事業 ２１７，５４１千円（№４５） 

高校卒業時までの子どもを対象に、入院・通院に係る医療費を助成すること 

で負担を軽減し、安心して子育てできる環境を整備する。 

〇病児保育事業 ２４，１７４千円（№６４） 

新潟病院及び柏崎総合医療センターに病児保育を委託することにより、働き

ながら安心して子育てできる環境を整備する。 

〇特別支援学級介助事業 ９６，７８３千円（№１５１） 

特別支援学級介助員を３４名配置することにより、在籍する児童生徒の自立 

に向けた補助を行う。また、特別支援学級や通常学級における学習補助を行う 

など個々に応じた教育的支援を行う。 

〇スクール・サポート・スタッフ配置事業 ５，６６１千円（№１５２） 

教員が児童への指導や教材研究に注力できる環境を整備するため、スクール・ 

サポート・スタッフを配置する。 

  〇学力向上推進プロジェクト事業 ４，２８５千円（№１５３） 

教員の指導力向上のため、学力向上推進員を配置して支援するとともに、先 

進校視察や研修会を開催する。 
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重点戦略２ 「大変革期を乗り越える産業イノベーションの推進」に関する主な事業 

 

≪ア 新規事業≫ 

〇事業構造強化促進事業（再エネ電力支援枠）２０，０００千円（№１１７） 

   市内企業を対象に脱炭素電力の調達を支援する。 

 

≪イ 継続事業≫  

 〇次世代エネルギー活用推進事業 ３，８４１千円（№１２） 

   再生可能エネルギー導入に向けた調査・検討、次世代エネルギーの研究・検 

討を進める。 

 〇地域エネルギー会社連携事業 １５，９９７千円（№１３） 

   地域エネルギー会社と連携し、再生可能エネルギーの導入拡大を進める。 

〇新技術・新製品研究開発支援事業 ７，３８８千円（№１１４） 

   知的財産権や国際規格の認証取得、新技術・新製品の研究開発に助成金を交 

付し、製品の高付加価値化と企業ブランド力の向上を推進する。 

 〇情報産業育成振興事業 ６，０４７千円（№１１５） 

   情報政策官による経営相談等を実施するとともに、ＩＴに関する新商品・新 

技術の開発に補助金を交付する。 

 〇廃炉産業調査研究事業 １，０５９千円（№１１６） 

   原子力発電所の長期にわたる廃炉工程を新たな産業の創出に結び付けるた 

め、産学官で構成する勉強会において調査研究を行う。 

 〇事業構造強化促進事業 ７５，０００千円（新分野展開支援枠）（№１１７） 

   基幹産業である製造業が経済社会の変化に対応し、更なる成長に向けて新分 

野展開、事業転換又は業態転換を実現する事業を支援する。 

〇ＤＸ推進事業 １０，９９０千円（№１１８） 

産学官金で構成する柏崎市ＤＸ推進ラボを推進し、市内企業の生産性向上や 

人材不足などの課題解決を図るため、デジタル技術の導入や企業内デジタル人  

材を育成する。 

  〇企業立地事業 ９２，１５５千円（№１１９） 

    企業の新たな用地取得、設備投資及び雇用状況に応じて助成する。また、首  

都圏企業を中心に誘致活動を展開する。 
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人材育成・確保に関する主な事業 

 

≪ア 新規事業≫ 

 〇介護のしごと魅力発信・創出事業 ３４３千円（№４１） 

人材獲得に向けた合同研修会や事業所の垣根を超えた若手職員の交流会、 

介護の仕事の魅力や技術を紹介する市民向け講座や高校生への出前講座を開催 

し、働きやすい職場づくり、職員の定着、介護人材の裾野拡大を目指す。 

  〇農業者保険加入促進事業 ３，３６５千円（№１０３） 

 農業者が農業経営収入保険又は農業共済に加入した場合、補助金を交付する。 

   

≪イ 拡充事業≫ 

 〇首都圏からの移住・就業者支援事業 １３，８２３千円（№１７） 

首都圏からの移住者で交付条件を満たす方に対し、国の補助金を活用し、補

助金を交付する。 

 〇医師確保対策事業 ３，４５５千円（№６７） 

   臨床研修医を確保するため、病院が負担する研修経費に対して補助金を交付  

するととともに、医療系職種に関心を持ってもらうため小中学校を対象に、医  

師講話を実施する。 

  〇雇用促進事業 １０，８９２千円（№９１） 

 若年者の地元定着を図るため、採用活動を強化した企業へ補助金を交付す

る。また、産業界、市内大学・高校と連携し、大学生・高校生の地元定着を図

る。 

〇新規就農者育成支援事業 ３，９６０千円（№９９） 

農業法人等が新規就農者を新たに雇用して実施する就農に必要な技術の習得

研修費のうち、雇用事業の助成額を上回る費用に対して助成する。 

 

≪ウ 継続事業≫ 

 〇Ｕ・Ｉターン促進事業 ４１，０５０千円（№１６） 

   県主催セミナーなどに参加し、移住を考えている方への情報提供・情報収集 

を行うとともに、移住した方の住宅家賃などへ補助金を交付する。 

 〇福祉職員支援事業 １，０１５千円（№３６） 

福祉に関する資格を有する方が、市内の障がい福祉施設で新たに勤務する場

合に補助金を交付する。 
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 〇障害福祉従事者人材確保・育成支援事業 １，０３８千円（№３７） 

安定した障がい福祉サービスを提供するため、障がい福祉施設で働く人材の 

確保及び職場への定着を図る取組に対して補助金を交付する。 

 〇介護従事者育成・定着支援事業 ４４，６９４千円（№３９） 

夜勤従事者の処遇改善や離職防止を支援するため、介護夜勤対応者補助金を 

交付する。また、介護資格取得支援補助金を継続するほか、介護支援専門員が 

資格を更新した場合に支援金を交付する。 

 〇介護職員就職支援事業 ４，６５０千円（№４０） 

介護福祉士、介護支援専門員、社会福祉士、看護師などの介護の現場に必要な 

資格を有する方が、市内の介護施設や事業所に新たに勤務する場合に補助金を 

交付する。若手職員への補助を手厚くするほか、資格を持たない高校生等が、就 

職後３年以内に資格を取得した場合について、新たに補助対象とする。 

 〇看護師就職支援事業 １９，３００千円（№６９） 

看護師、保健師、助産師、准看護師の資格を持つ方が、新たに市内の病院に

勤務する場合に補助金を交付する。 

〇看護学生確保支援事業 ８，４００千円（№７１） 

市内看護学校に入学した看護学生に入学祝い金を支給するとともに、看護学 

校の運営費に対して補助することにより、看護師の確保を推進する。 

〇女性活躍推進事業 ２，０００千円（№９２） 

女性が活躍しやすい職場環境の整備に取り組んだ中小企業等事業主に対して

助成金を交付する。 

  〇育児休業取得促進事業 ２，０００千円（№９４） 

中小企業などに勤務する男性労働者が育児休業を取得した場合に、事業主及

び労働者に奨励金を交付する。 

〇Ｕ・Ｉターン者新規就農支援事業 ９００千円（№１００） 

 Ｕ・Ｉターン者のうち新規就農希望者に対して、新規就農に必要な経費の一

部を補助する。 

 〇青年就農支援事業 ８，２５０千円（№１０１） 

   地域における将来の農業の担い手として、国が定める要件を満たす認定新規 

就農者に対して、年間最大１５０万円の経営開始資金を交付する。 

 〇森林経営管理事業（人材育成・確保部分）１３，３２０千円（№１０７） 

担い手の中心である柏崎地域森林組合の新規雇用の促進を図るための補助金

を交付し、人材の確保を支援する。 
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 〇漁業就業者支援事業 １，２００千円（№１０９） 

新たに漁業を始める方、漁船購入者に対して、初期段階での経営支援を行う

ため、補助金を交付する。 

〇人材育成支援事業 ４，８１６千円（№１１３） 

 資格、免許及び技能検定の取得費用を助成するとともに、ものづくりマイス

ターカレッジや高校生インターンシップ事業を支援することにより、優れた若

手技術者の確保・育成を推進する。 

〇創業支援事業 ６，０７２千円（№１１２） 

 関係機関に創業・経営相談事業や創業塾事業に係る経費を補助し、連携して

創業支援を行うとともに、創業者には広告宣伝費や家賃等の一部を補助する。 

 

 

地域活性化・市民福祉に資する主な事業 

  

≪ア 新規事業≫ 

  〇若年がん患者在宅療養支援事業 ６５４千円（№７５） 

 ４０歳未満の在宅療養がん患者の在宅サービス利用料の一部を助成する。 

  〇資源物リサイクルセンター整備事業 ２０，５００千円（№８８） 

    新たな資源物リサイクルセンターの設計及び地質調査を行う。 

 

≪イ 拡充事業≫ 

 〇大学との連携・協働事業 １５，５６７千円（№７） 

   市内２大学の入学生確保や魅力向上に向けた取組に対し、支援する。 

 〇重層的支援体制整備事業 １２，５１３千円（№３０） 

    様々な困難を抱える世帯の複雑化・複合化した課題の整理や支援者の役割分

担の再構築により、市民の課題解決に向けチームで支援する体制を整える。 

 〇コミュニティセンター整備事業 １４５，２００千円（№２４） 

松波コミュニティセンターの駐車場を災害時に円滑なバス避難ができるよう

整備する。また、比角コミュニティセンター周辺広場を地域住民の活動及び交

流拠点や災害時の避難場所として整備する。さらに、中通コミュニティセンタ

ーに太陽光発電設備を設置する。 

〇医療施設等整備補助事業 ９２，３８２千円（№６６） 

市内の病院開設者に、医療施設・医療機器の整備に要する費用の一部を補助

する。 
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〇かしわざ“木”の力発信事業 １８，６５８千円（№１０８） 

   森林や林業に親しむイベントを開催するとともに、新規オープンする子ども 

の屋内遊び場の整備に当たり、柏崎産木材を活用する。 

 〇道の駅風の丘米山整備事業 ２２９，８１８千円（№１２３） 

集客力と視認性が高い道の駅を目指し、民有地を編入して、道の駅「風の丘

米山」の再整備を行う。 

  〇常備消防施設整備事業 ２４１，３３５千円（№１４３） 

消防署の高機能消防指令センター機器のうち、指令コンピュータ―系装置の

更新などを行う。 

  〇防災ガイドブック作成事業 ８，８６３千円（№１４６） 

    「防災ガイドブック（自然災害編）」は、新潟県が公表予定の中小河川の浸

水想定区域を反映した上で一部修正し、全戸配布する。 

  〇災害時備蓄品等管理事業 ２９，６１１千円（№１４７） 

    災害発生時に必要となる飲食料や生活物資を計画的に備蓄する。また、猛

暑・豪雪の停電時の初動に必要なポータブル蓄電池を町内会施設に配備する。 

  〇体育施設備品購入事業 ２２，７７２千円（№１７７） 

    総合体育館のトレーニング機器等の一部を入れ替える。 

  〇綾子舞保存振興事業 １１，３７５千円（№１７１） 

 綾子舞の保存振興活動を支援するため、柏崎市綾子舞保存振興会に補助金を

交付するとともに、市内幹線道路沿いに新たな案内看板を設置する。 

 

≪ウ 継続事業≫ 

 〇ふるさと応縁事業 ２６５，３２８千円（№１４） 

   ポータルサイトの管理及び返礼品開発などにより、ふるさと納税寄附額の拡 

大を図る。また、新たな応援者の獲得に向け、イベントでのＰＲ、メールマガ

ジンやポータルサイトでの定期的な情報発信を行う。 

  〇路線バス等確保事業 １８２，１２３千円（№９） 

    事業者が運行する路線バスの運行欠損に対して補助などを行い、併せて公共

交通の利用促進事業を行う。また、ＡＩ新交通「あいくる」を運行するととも

に、利用状況を分析し、更なる利便性の向上を図る。 

〇多面的機能支払交付金事業 ２３３，３３１千円（№１０５） 

    活動組織に対して、対象農用地面積に応じた交付金を交付する。 
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  〇消融雪施設整備事業（社会資本整備総合交付金事業） 

２１８，０００千円（№１２７） 

    冬期間の道路交通を確保するため、計画的に消雪パイプなど消融雪施設の整

備工事を行う。 

〇街路事業電源立地地域対策交付金事業 １３７，０００千円（№１３５） 

都市計画道路宝田北斗町線の軟弱地盤対策工事を行う。 


